モデル事業実施施設・事業報告書（(2)新規実施施設）
【（様式②）モデル事業の実施プロセス・効果】

※モデル事業実施施設が執筆してください（字数制限なし）
１．モデル事業の計画段階のプロセス（※どのような困難や葛藤があったかも含めて執筆）
　① モデル事業の申請に至るまでのプロセス

	・どのような目的や動機、施設内の話し合いがあって申請に至ったのかを執筆

はぐくみ園では、平成１８年度埼玉県就労訓練設備等整備事業補助金によりクッキーの個包装機を導入した。これまでの授産施設の製品のイメージを脱しようということで、包装専門業者に依頼し洋菓子のイメージで個包装した箱詰めの新しいクッキーを完成させた。この新しいクッキーの企画が始まったとき、もう一つ、施設で町の特産品を使った商品をつくり寄居町に貢献をしたいという思いがあった。この際に寄居町から委託作業として町の特産品であるエキナセアの畑の除草作業の話をいただいていており、関わりのあった町の担当職員に施設の企画を話したところ、町として力を入れて始めているこのエキナセアをクッキーにできないかという話があり、はぐくみ園の新しい取り組みと町の取り組みがタイミングよく組み合わさった形でエキナセアクッキーが誕生をした。

これらと時を同じくして、工賃ステップアップ事業の募集の通知があり、この中で行政を含む公的機関との連携を図るという区分が当施設の取り組みと非常に近く、さらなるステップアップのためにぜひこの事業に参加させていただきたいという思いで申し込みをした。しかし、この時点ではコンサルティングのことも自社の財務分析や製品、作業工程や販路すべてが理解できてはおらず、既存の商品と新商品が当然売れるモノとして考え、「売る方法」の助言が貰える程度の理解であった。


　② コンサルタント等の選定におけるプロセス

	・どのような目的や戦略、施設内の話し合いがあって選定にあたったのかを執筆

　コンサルタントの選定においては、前記した事業申請以前の取り組みの中でお力を貸していただいていた寄居町商工会に相談をし、埼玉県の商工会から我々の施設にあったコンサルタントを紹介していただく運びとなった。県の推薦、町の商工会の推薦ということで、指定された事業内容の意味も含めて信頼を寄せてお願いした。はぐくみ園・第二はぐくみ園では、利用者一人一人を大切にした事業運営を実践しており、そこはコンサルタントを選定する重要なポイントとして考えていた。そして実際にお会いした先生が、はぐくみ園・第二はぐくみ園の雰囲気、理念を尊重していただけるという印象を受けたことが、契約をさせていただいた大きな理由であった。施設長、担当職員ともに文句なしの選定であった。


　

③ 対象作業科目（ターゲット）の選定の方法とプロセス

	・どのような方法で対象作業科目の選定（市場調査の実施や現状の作業の検証など（コンサルタントからどのようなアドバイスがあったのかを含む））を行い、その結果どのような施設内の話し合いがあって対象作業科目（ターゲット）の決定に至ったのかを執筆

　対象作業科目の選定が全てである。この理由としては、はぐくみ園・第二はぐくみ園の全作業のスキルアップが必要であるという認識があったためである。また、これまで施設利用者の工賃はすべての作業収入から賄っており、作業ごとに工賃の差をつけていないこともこの理由であった。しかし、コンサルタントによる様々な分析により、収益のあがる作業と経費も賄えていないような作業があることがわかり、ここで絞り込みが必要であるかという検討がされた。しかし、当施設の基本方針として、これまで全ての利用者に皆同じ条件で作業を選択できる環境を提供してきたが、絞り込みをすることで利用者の能力の差が表面化し、これが利用者の選択の幅を狭めてしまうことに繋がってしまうのではないかということが懸念され、議論された。結論として、就労継続支援（Ｂ型）の利用者の能力の差は今回の事業には影響をさせない方向で考えるということ、収益の上がる作業が、そうでない作業に携わる利用者の工賃を補うという方向で結論が出た。よって、ターゲットは製菓・炭焼き・農耕・製茶の４作業になった。これ以外の作業科目は、他の事業（就労移行）に全面的に引き渡し、会計区分を別にする方向で進めていくことになった。

また、生活介護は収益性は期待できないが、前記のとおり生活介護の利用者の工賃は就労継続支援（Ｂ型）が補うことも決まった。

これにより、成果の期待される科目もそうでない科目もそれぞれに存在意義があるととらえ、作業科目は絞り込まず、施設全体でこの事業を考えていこうということが確認された。


　④ 具体的数値目標・改善計画の策定のプロセス

	・具体的数値目標や改善計画の策定（コンサルタントからどのようなアドバイスがあったのかを含む）にあたり、どのような施設内の話し合いがあって決定に至ったのかを執筆

　数値目標策定は、コンサルタントによる徹底的な現状把握と分析から始まった。これと同時に、５年後にはこうなっていたいという目標の数値も考えた。財務分析が不十分であることに関しては、当施設の大きな弱みであり、これまで福祉に依存して手を抜いていたということが表出した結果となった。まず、施設が財務分析の結果を受け入れて理解し、そこからより具体的な数値目標を導き出す作業を行った。施設が経費として負担している部分を把握した上で運営をし、製品の販売による利益を上げていくことで施設の負担を埋めていくことをしながら利用者の工賃をアップするためにはどれだけ生産して販売をしなければならないのかということを徐々に理解することができた。ただ、現状を把握することで、根本的な施設の考え方（理念や基本方針）が揺らいでしまった時期があり、本当にこれでやっていけるのか、という大きな不安に襲われた。しかし、コンサルタントはとても丁寧な手法で、これからやることと現時点でやるべきことを我々が理解するまで繰り返し説明してくれた。これが不安の解消と、やれるという意欲に結びついた。また、改善計画の策定についても、現状の分析に時間をかけ、作業担当者も交えてコンサルタントとの話し合いを行っていくことで、職員への理解も得られる結果となった。総体的に、事業担当者が無理のないペースで理解を深めることに重点をおいたため、職員からの不満も少なく、数値目標や改善計画の説明にも理解を得られた。


　

⑤ 地域ネットワーク会議の設置に至るまでのプロセス

	・どのような目的や戦略をもって地域ネットワーク会議を設置したか、どのような施設内の話し合いがあって構成委員を選定し、地域ネットワーク会議の設置に至ったのかを執筆

施設で町の特産物をつくりたいという思いから始まった事業であることから、寄居町との連携により事業を進めていくため、ネットワーク会議の構成員は寄居町に関わる人物が中心となるべきであることが決まった。そこから、前述のエキナセアクッキー製造にかかわっていただいた生産組合や、役場の職員などに声をかけ、協力を依頼した。また、製品の製造過程でのアドバイスをいただきたいと考え、地元老舗製菓店や包装の専門家を加えた。地元の特産品をつくりたいという思いは今も変わっておらず、既存商品の販路拡大や改良、新製品開発のアドバイスなど、今後も積極的に協力を依頼していこうと考えている。


　⑥ 職員への説明（動機付け）の方法とそのプロセス

	・どのように職員全体に「事業のすすめ方」や「工賃アップの意味」などを説明し、共通理解を図ってきたのか、その過程を執筆

　事業の指定をいただいた後に、まずは各事業のリーダーに事業の目的と内容の説明を行った。この時点では「利用者の工賃を上げる必要性はあるだろう」という程度の低い認識しかなかった。さらに、今回の事業で約半年間という短い期間のうちに、実績を出すということに抵抗を感じる職員が多く、今の状況と変わってしまうのか、利用者の支援に支障をきたすのであれば、やらないほうがいいのではないか。という否定的な意見もあった。これに対しては施設長より、これまでの取り組みを変えるつもりはないということと、初年度の目的は現状把握と改善にあり、目標は状況に応じて対応することを伝え、職員に納得をしてもらった。また、利用者の工賃は上げずに、支援を充足させていけばよいのではないかという意見に対しては、具体的に利用者名を挙げ、その方の生活に必要な費用を計上して説明し、この事業の必要性を理解してもらった。


　⑦ 利用者・家族等への説明（動機付け）の方法とそのプロセス

	・どのように利用者や家族に「事業のすすめ方」や「工賃アップの意味」などを説明し、共通理解を図ってきたのか、その過程を執筆

　事業の指定をいただいた後に、保護者会を開催して事業の説明を行った。この中で、これまでの施設が変わってしまうことへの不安を訴える保護者と、この事業を後押しする意見を出す保護者があった。前記の保護者は、工賃は上げる必要はないからこれまでと同様に支援を充実させて欲しいと話していた。また後者は、今までのはぐくみ園の授産活動に対する取り組みに不満をもっていた。しかし、この事業で改善ができるのであればぜひ協力をしたいとの話もあった。前述の保護者の意見も尊重し、施設として支援に関しての取り組み方を変えるつもりはない、これまでの授産活動の不十分であったところを改善することにより工賃を上げ、同時に利用者の意欲の向上に繋がる支援方法に新しく取り組んでいきたいという旨の内容の話をして、納得をしていただいた。今後も、実績（利用者の工賃を上げる）を示しながら、これまでの支援も続ける努力をしていくことを実感していただきながら理解を求めていきたいと考えている。


２．モデル事業の実施内容

（1）モデル事業の実施体制
　① モデル事業実施にあたっての事業者側の体制

	・プロジェクトチームや職員リーダーの設置など、その実施体制を図示して執筆

　

　　事業担当者（プロジェクトチーム）　

はぐくみ園施設長　森　正子　　　第二はぐくみ園施設長　根岸瑞栄

　　　　　　　　はぐくみ園総務課長　橋本誠一　　はぐくみ園総務主任　根岸昭博


　　　　　　　　はぐくみ園就労継続支援（B型）事業リーダー　西川　努

　　　　　　　　第二はぐくみ園就労継続支援（B型）事業リーダー　中里理恵



　　　　　　製菓班担当職員　　炭焼き班担当職員　　製茶班担当職員　　農耕班担当職員




　② 職員や利用者のスキルアップのための研修体制

・実施（受講）してきた研修名（見学先施設名）、その目的と効果、参加者、などを列記して執筆

	№
	実施月日
	研修名（見学先施設名）
	研修の目的と評価
	参加者
	備考

	１
	１０月５日

　　～７日
	雲仙コロニー（長崎県）
	他施設での就労訓練事業の内容を知ること目的として参加した。これまで認識をしていた授産施設ではなく、製造工場のような雰囲気で利用者もそれを自覚して働き、十分な工賃を得ていた。研修により自分の施設の認識の甘さを自覚することができた。
	根岸瑞栄
	

	２
	９月２６日
	福祉戦略会議

第５回マーケティング研修
	ビジネスチャンスの見つけ方や、プロモーションなど研修。
	根岸昭博
	

	３
	１０月２４日　
	福祉戦略会議

第６回マーケティング研修
	マーケティングプランなど、ロールプレイングしながら学ぶ。
	根岸昭博
	


（2）工賃アップのための具体的な行動

・各職員（利用者）が具体的にどのように行動したかを記載（※時系列で記載）
	主担当職員名

（イニシャル）
	具体的に行動した者の職種(利用者)・人数等
	実施月日
	具体的な行動

	H.S
	事業担当職員１名

リーダー３名
	 ７月２４日
	・担当者会議で方向性を検討

	H.S
	事業担当職員３名

リーダー１名

農耕班担当職員１名
	９月１１日
	・作業班ごとに課題を抽出

・農耕班の利用者の意識改革と担当職員の農耕作業

への集中化への取り組み

	H.S
	事業担当職員２名

農耕班担当職員１名
	９月１９日
	・農耕班の方針決定

・利用者への作業開始の声かけを止める。利用者の

作業に対する自主性を育てる声かけを始める。

	H.S
	事業担当職員３名

保護者１７名
	９月２５日
	・事業の説明

	H.S
	事業担当職員１名

就労継続B利用者全員
	９月２５日
	・事業の説明

・工賃が上がるために頑張ることの意味を説明

	H.S
	事業担当職員４名

リーダー２名

他事業リーダー２名
	９月１１日

１０月１０日

１１月　８日

１２月１１日
	・事業の説明

・利用者の工賃を上げることの意義を認識させる

・現在の事業の状況報告と今後の事業展開の確認

・問題点の把握など

	H.S
	全職員
	９月～３月
	・イベント販売の強化（毎月販売イベントをする）


３．モデル事業における効果の検証（※具体的数値の向上・意識の変化について執筆）
① 利用者にとってどのような効果があったか

	（施設側からの視点）

　初年度は数値の実績は出ていないため、これによる意欲の向上や意識の変化はない。しかし、現状分析やプランニングにより、事業担当職員の意識は大きく変化し、次年度に向けた事業計画の作成や利用者への具体的な対応（生産活動にかかる部分）の計画などに影響を及ぼした。これらを現場の職員にも伝え、その意識を持って利用者の対応をする。そして今後は、両施設の就労継続支援Ｂ型の利用者職員全員で力をあわせて頑張ることで工賃が上がっていく喜びを共感できるよう利用者へ伝えていきたい。

（利用者からの声（※アンケートやインタビューの実施など））

　実績なしとアプローチをしなかったため、特になし。


　② 職員にとってどのような効果があったか

	（施設長側からの視点）

　施設長を含めた事業担当職員には大きな意識の変化があった。コンサルタントの手法により、現状把握ができたこと、方向を決めなければならない局面にあたり、今後の施設としての意思を確認できたことが大きな変化を生んだ。管理者の意思がはっきりしており、その意思が利用者や保護者の意思、職員の意思を踏まえたものであるならば、それを職員へ伝えることは難しくはない。今後は、実際に実績を上げていくことが職員の喜びに繋がっていけるような説明や評価をしていきたいと考えている。

（職員側からの視点（※職員への聞き取りの実施など））
　具体的な目標を導き出すことにより、それを達成するためにはどのような工程、体制が必要となってくるのかを自ら考えることができた。物を作るために、また、利用者の工賃を上げるために仕事をしているんだという強い意志が、職員に芽生えてきたため、利用者の支援に対してもはっきりと自信を持って携わることができるようになった。この１年で蓄えた力を十分に生かして、お客が買いたくなるような製品を作っていきたい。


　③ 施設全体にとってどのような効果があったか

	・施設･法人全体の視点でどのような効果があったのかを執筆

　これまでの授産施設の運営は、利益はなくとも利用者の日中活動の充実のために仕事の機会を提供するという自己満足的な考えであった。しかし、障害者自立支援法の施行により、障害があっても仕事をしてその対価を十分に得ることが必要となった。日本の福祉の歴史の中で、障害者施設の職員がこのようなことを求められた経験は初めてであると思う。

また、経営者も法人理事も同様に、障害者施設、特に通所の授産施設はギリギリの経営で当たり前という認識であった。しかし、今回の事業により施設の財務分析を行った結果、施設の運営を圧迫している原因が授産活動にあったことを改めて確認することができた。施設の運営の安定は、安定した雇用を生み、それが生産活動や販売にも影響をし、売上アップ、工賃アップに繋がる。これを確認できたことは、今後の施設運営の発展に重大な影響を与えるものと認識をしている。


４．コンサルタントに対する評価
	半年間コンサルタントとともに事業を運営し、我々がこれを評価するとしたら、福祉施設にかかわるコンサルタントは人間性を重要視するべきであり、LINCSはこの期待に十分に応える対応をしてくれたと考えている。コンサルタントとの初めの会談で、施設の意思を伝え、最後までそれを尊重してくれたことは何よりも有難かった。福祉施設と一般企業との商売に対する意識の差は大きく、コンサルタントも相当頭を悩ませたことと思う。事業担当職員が、コンサルタントの話すことを理解するまでに相当の時間を要し、また、同時にコンサルタントに自分たちの福祉という視点を理解してもらうことにも時間を割いた。この結果、お互いの理解を深め、向かう方向を共有することができ、コンサルタントに対して不満を感じることなく指導を受け入れ、「頑張ることができる」という結果へと繋がった。これがもしはじめから施設の意思を聞かずに、強硬に指導する方法をとられたら、事業担当職員はもちろん現場の職員も反発し、これから始まる本当の意味での大変さに耐えられなかったと思う。


５．今年度の取り組みにおける反省点、今後の課題・展望
	今年度の反省点は、何より、実績を上げられなかったことである。しかし、我々は今年度の実績よりも、現状分析と２０年度以降のプランニングを重要と考え、こちらに力を注いだ。結果として今年度は実績を上げられなかったが、２０年度以降の施設全体の意識は上がっていくものと確信している。

今後は、プランニングを基にした実践をすすめ、事業担当職員が中心となり、職員と利用者の意欲を上げていくこと、実績を上げていくことの喜びを施設全体として実感できるような取り組みをしていきたい。


６．20年３月（モデル事業終了）以降の最終目標達成までの具体的なすすめ方
	・今後の実施体制や予算なども含めて執筆

　今後プランニングのとおりに事業を進めていくなかで、さらに多くの変更や選択に迫られると思う。しかし、これまでの利用者の支援の充実を継続していくことを基本としながら、生産活動の利益をあげる取り組みを進めていきたい。

これにより利用者の工賃アップと施設運営を安定させ、さらなる工賃アップのための雇用を検討していきたいと考えている。当面は、現状のまま経費の施設負担を抱えつつも、その負担割合を徐々に減らしつつ、工程や販売等での無駄を省けるだけ省き、既存の商品の生産販売（イベント販売強化）と改良、新製品の開発とテストマーケティング、専門スタッフの配置などを行い、目標達成を果たしたいと考えている。


７．工賃水準ステップアップ事業（モデル事業）のすすめ方に対する意見・提案
	・モデル事業実施施設の立場から－今後工賃アップに取り組む施設へのアドバイスなどを執筆

　今後工賃アップに取り組む施設へアドバイスをするとしたら、生産活動をおこなう福祉施設に一番に必要なことは「現状分析」であり、そこから改善しなければならないことやその方法を導き出すことである。

もう一つは、施設が事業をすすめることの目的をしっかり持つことである。

これにより、職員の不安や不満、財政的な苦しさなどを乗り越えて、工賃アップのために事業をすすめることができると考える。必要なことは支援の充足と労働に対する十分な対価の両方を満たすことであり、これが利用者の本当の満足でありこれに向かって努力をすることがこれからの福祉施設には必要である。


【追記：今後工賃アップに取り組む施設へのアドバイス】

●施設長・職員の「意識改革」のメカニズムについて

　(1) 貴施設の「工賃アップに向けた意識改革」のきっかけをお書きください。

	・いつ頃、誰が、どのようなきっかけで「意識改革」に目覚めてきたのかを執筆

　施設長の意識に変化があったきっかけは、やはり財務分析をはじめ様々な現状把握により本当の意味での目的が見えてきたことである。当施設が工賃水準ステップアップ事業の指定をいただき、事業を進めて行くなかで感じたことは、これまでの授産活動があまりにも福祉に依存していたために「これでいいや」という感覚をもって仕事をしていたことである。支援が充足しているのだからそれで十分ではないかという意識が現場の職員に浸透しており、積極的に利用者の工賃を上げるということの必要性を認識してもらうこと（職員の意識改革）は、今現在でも十分ではないのではないかと考えている。

今後実績を上げていくためには、職員個々に事業の意味を伝えながらやりがいにつなげていくこと、実績が上がったらそれを評価することが意識改革を進めるために必要であると感じている。実際に利用者と一緒に作業をするのは職員であり、その職員の思いがなければこの事業は完成しないと考え、施設長や管理的な立場の人間は、職員の意欲が向上するような働きかけをする必要があると思う。

我々は、無理なく、解るまでやるということに徹したため、施設長を含めた事業担当職員の理解が深まり、これにより、今後は、今やるべきことが何であるのか、それはどんな結果に結びつくのかということを職員に明確に伝えることができた。

職員の声の中に、「大丈夫なの」という内容は多く、やはりその不安を解消するのは施設長の役割であると考え、意識改革を強要するのではなく、今の問題を職員と共有し、それを一緒に対処する。成果が上がれば一緒に喜ぶ、実績を評価するということをこれからも重要な仕事として考えていく必要がある。

工賃水準ステップアップ事業をすすめるにあたり必要なことは、現状の問題点を徹底的に分析し理解すること、改善や新しい取り組みは無理に進めない、これまでの福祉での実績を継続したい保護者や職員の気持ちを尊重することが重要であると考える。これが、土台となり今後の展開の基盤となっていくのではないかと考える。

我々は全国の作業所や授産施設のモデルとして事業の指定を受けたことを常に意識して取り組んできた。急激な機械化や利用者の作業能力による選別などは、モデルとしてはあまり実用性はないと考え、これまでの施設の取り組みを継続しつつ、無理なく工賃を上げていくことができないだろうかと考えて進めてきた。利用者への対応、保護者への対応、職員への対応は今後も大切にして、それで実績を上げることができたら、理想的なモデルとなるであろうと考えている。実績を出すのは平成２０年度以降となっているが、これからの取り組みへの意欲は十分残し、初年度を終了できることができた。


　(2) (1)のきっかけで目覚めた「意識改革」がどのようなプロセスで施設全体に広がってきたのか、そのキーポイントとなった出来事・行動などをお書きください。

	（「意識改革」が施設全体に広がってきたプロセス）

　事業担当職員の意識改革となったのは、財務分析であった。これまでも、ある程度は把握をしていたつもりであったが、「どんぶり勘定」で運営をしていたことや、授産活動を抱えることの重さ、施設としてどうしていきたいのかを改めて考え自覚できたことが、意識改革を必然的に後押しする結果となった。　

これを理解することで、職員へのアプローチの方法も明確になり、意識改革を進めてもらうための具体的な説明が可能となった。さらに、施設の理念や基本方針を施設全体で再確認する機会にもなり、今後の施設全体の底上げにも繋がっていくことが期待できる。

（そのキーポイントとなった出来事・行動など）

　コンサルタントの手法のなかで、「夢」をイメージすることと現状把握のプロセスがあり、この作業により非常に苦しみながら現状の把握を行った。「夢」を語ることは比較的簡単であったが、現状把握は知れば知るほど苦しみとなり、歩みを止めたくなったこともあった。しかし、これを認識できた時に、本当にやらなければならないことが見えてきた。


　(3) 今後、施設長・職員の「意識改革」を行いたい施設（事業所）に対するアドバイスをお書きください。

	（どのようなところから「意識改革」を始めたらよいのか）

　施設がしっかりとした目的を持つこと。そして職員の不安や不満を受け止めるリーダーの存在は重要であると思う。

　利用者の工賃をあげるための取り組みは、職員の気持ちが自分たちの仕事の「大変さ」に繋がってしまうのは当然であり、それを理解したうえで、リーダー（施設長）がいかに職員の「大変さ」を「喜び」に変えていくことが意識改革に必要なポイントである。

　また、これまでの施設の雰囲気を続けたい職員や変化を嫌う保護者の気持ちも理解し、これらについては無理に理解を求めることはせず、実績を上げていくことで徐々に理解を得られると思われる。

（モデル事業の実践を通じた「意識改革」に向けたアドバイス）

　意識改革は、初年度が終了した現在でも完成はしていない。今後も引き続き、意識改革の取り組みは継続していかなければならないと考えている。しかし、実績が喜びに繋がっていくことは明らかであり、はじめの取りかかりは半ば強硬であったとしても、そこからの進め方がしっかりとしていれば、実績にともなって意識は改革されていくのではないかと思う。

　福祉も継続し、利用者の工賃をあげることは、相当な苦労であるが、我々はどちらも重要と考えている。これを職員にも理解してもらいながら、今後も工賃を上げるために意識改革の歩みを続けていきたい。


